
【表紙】
 

【提出書類】 半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2026年11月12日

【中間会計期間】 第123期中（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

【会社名】 Bitcoin Japan株式会社

（旧会社名　堀田丸正株式会社）

【英訳名】 Bitcoin Japan Corporation

（旧英訳名　MARUSHOHOTTA CO.,LTD.）

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長CEO　　フィリップ　ロード

【本店の所在の場所】 東京都墨田区横網一丁目10番５号

【電話番号】 （０３）６８２４－９４８１

【事務連絡者氏名】 執行役員管理本部長　　矢部　和秀

【最寄りの連絡場所】 東京都墨田区横網一丁目10番５号

【電話番号】 （０３）６８２４－９４８１

【事務連絡者氏名】 執行役員管理本部長　　矢部　和秀

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

（注）2025年11月11日開催の臨時株主総会の決議により、2025年11月11日から会社名を上記のとおり変更いたしまし

た。

 

 

EDINET提出書類

Ｂｉｔｃｏｉｎ　Ｊａｐａｎ株式会社(E02627)

半期報告書

 1/37



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第122期

中間連結会計期間
第123期

中間連結会計期間
第122期

会計期間
自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2026年４月１日
至2026年９月30日

自2025年４月１日
至2026年３月31日

売上高 （千円） 1,452,806 1,359,541 2,959,059

経常損失（△） （千円） △188,926 △424,207 △482,505

親会社株主に帰属する中間（当期）純

損失（△）
（千円） △240,318 △624,141 △537,257

中間包括利益又は包括利益 （千円） △252,655 △672,761 △530,563

純資産額 （千円） 2,422,654 5,298,655 4,001,067

総資産額 （千円） 3,057,541 6,908,939 4,638,087

１株当たり中間（当期）純損失（△） （円） △4.27 △8.96 △9.26

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） - - -

自己資本比率 （％） 79.2 76.6 86.2

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △209,443 △409,887 △414,581

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） 134,532 △3,294,459 1,092,936

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △81 2,762,979 1,856,239

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 391,784 2,074,127 3,015,005

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第122期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株当たり中間純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３.第122期及び第123期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株

式が存在するものの、１株当たりの中間（当期）純損失のため記載しておりません。

 

 

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

前連結会計年度において非連結子会社であったBTCJPN US LLC及びBTCJPN Ltd.は、重要性が増したことにより、当中

間連結会計期間より連結の範囲に含めております。

当中間連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財

務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

なお、2026年10月１日より、新たにフィジカルAI事業を立ち上げております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　当社グループは、前連結会計年度まで８期連続で営業損失及び経常損失を計上しております。また、当中間連

結会計期間においても、営業損失３億61百万円、経常損失４億24百万円及び親会社株主に帰属する中間純損失６

億24百万円を計上しております。これらの状況から、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は

状況が存在しているものと認識しております。

 

　当社グループは、当該事象又は状況を解消又は改善するため、以下の対応策を推進しております。

 

① 既存事業の構造改革による収益性の改善

　既存の繊維関連事業において、商品構成及び販売体制の見直し、運営コストの削減等に取り組むとともに、各

事業及び各店舗の採算性並びに改善見通しを検証してまいりました。その結果を踏まえ、2026年９月に、きもの

事業及びファッション事業の婦人服部門における百貨店の不採算店舗からの撤退、関連する商品在庫の再評価及

び事業運営体制の合理化を含む構造改革の実施を決定いたしました。対象店舗の閉店は同年10月以降を予定して

おり、固定費の削減及び経営資源の適正配分を通じて、既存事業の損失縮小と収益構造の改善を図ってまいりま

す。なお、本構造改革に伴う一時的な費用及び資金支出についても、資金繰り計画に織り込んで管理してまいり

ます。

② 新規事業による収益基盤の多様化

　AIインフラ及びその周辺領域における中長期的な収益機会の獲得を目的として、米国子会社を通じた投資ファ

ンドへの出資を実行しております。また、2026年９月には、ロボットの販売・導入・運用とデータ関連サービス

を組み合わせたフィジカルAI事業を同年10月から開始することを決定するとともに、子会社におけるビットコイ

ントレジャリー及びビットコイン関連資産運用事業の開始を決定し、初回のビットコイン購入を実行いたしまし

た。

　これらの新規事業については、収益化の時期及び規模に不確実性があることを踏まえ、案件の進捗、顧客需

要、市場環境及び利用可能資金等を確認しながら段階的に展開し、中長期的な収益基盤の構築を目指してまいり

ます。

③ 資金の確保及び資金管理の徹底

　2026年８月３日に、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第２回新株予約権の払込みが完了しており

ます。また、同年９月には、公表済みの各資金使途について固定的な充当順位を設けず、案件の進捗、投資の合

理性及び実際の利用可能資金等に応じて段階的に充当する方針へ変更いたしました。

　今後の資金管理においては、既存事業の運転資金、構造改革に伴う支出、新規事業への投資並びに転換社債の

償還その他の支払予定を踏まえ、資金繰りを継続的に確認するとともに、必要に応じて投資の実行時期及び規模

を調整してまいります。なお、新株予約権の未行使分による将来の調達額及び調達時期は確定していないため、

これらを確保済みの資金として扱うことなく、実際の調達状況に応じた資金管理を行ってまいります。

 

　当社グループは、上記の対応策に加え、当中間連結会計期間末の現金及び預金残高20億74百万円並びにその後の

資金調達及び支出の状況を踏まえた資金繰り計画を検討しております。当該計画において、転換社債の未償還残高

８億25百万円に係る償還予定を含む今後の支払に対応するための資金を確保できる見込みであることから、現時点

において、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）経営成績の状況

　当中間連結会計期間における我が国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果を背景として、緩やかな回

復基調で推移いたしました。個人消費や設備投資には持ち直しの動きがみられた一方、物価上昇に伴う家計負担の

増加に加え、中東情勢、米国の通商政策をめぐる動向及び金融資本市場の変動など、先行きに対する不透明な状況

が続きました。

　このような状況の中、当社グループは、既存の繊維関連事業における収益構造の改善と、AIインフラ及びその周

辺領域を中心とする新たな成長分野への展開を並行して推進してまいりました。

　既存事業におきましては、商品構成及び販売体制の見直し、運営コストの削減等に取り組んでまいりました。し

かしながら、消費者ニーズや購買行動の変化、百貨店を取り巻く事業環境の変化等を背景として、一部の事業及び

店舗では収益性の改善が課題となっております。このため、各事業及び各店舗の採算性並びに今後の改善見通しを

検証し、事業規模及び運営体制を現在の事業環境に適合させるため、当中間連結会計期間中の2026年９月に構造改

革の実施を決定いたしました。

　具体的には、きもの事業及びファッション事業の婦人服部門において、短期的な収益改善が困難と判断した百貨

店の不採算店舗15店舗（きもの事業６店舗及び婦人服部門９店舗）から撤退するとともに、関連する商品在庫の再

評価及び事業運営体制の合理化を進めることといたしました。対象店舗のうち14店舗は当中間連結会計期間末後の

2026年10月末に予定どおり閉店し、残る１店舗についても2027年１月末の閉店に向けて計画を進めております。こ

れらの店舗撤退は、2026年９月に決定した構造改革の一環として実施するものです。

　なお、当中間連結会計期間において、店舗撤退等に伴う費用及び商品評価損を構造改革費用として特別損失に計

上するとともに、構造改革費用引当金194百万円を計上しております。これらは、2026年９月に決定した構造改革

の実施に伴うものであります。

　本撤退により、不採算店舗に係る人件費その他の店舗運営コストを削減するとともに、事業運営体制の合理化を

推進し、既存事業における固定費負担の軽減を図ってまいります。また、経営資源を収益性の高い店舗及び事業領

域へ重点的に配分することにより、事業全体の採算性を改善し、持続的な収益を確保できる事業基盤の構築を目指

してまいります。存続する店舗においても、商品構成及び販売体制の見直しを一層進め、収益力の強化に取り組ん

でまいります。

　新規事業におきましては、中長期的な収益機会の獲得を目的として、AIインフラ及びロボティクス関連分野への

投資を進めてまいりました。当中間連結会計期間において、米国子会社BTCJPN US LLCを通じ、Space Exploration

Technologies Corp.（以下「スペースＸ社」といいます。）及びFigure AI社の各株式に係る経済的利益の取得を

目的とする投資ファンドへの出資を実行いたしました。当社グループは、これらの投資を通じて、AI関連分野の成

長を中長期的な企業価値の向上につなげることを目指しております。

　また、2026年９月には、ロボットの販売・導入・運用とデータ関連サービスを組み合わせたフィジカルAI事業

を、同年10月１日から開始することを決定いたしました。本事業では、製造業及び物流業を中心とする法人顧客を

対象に、ロボット本体の販売、有償実証、導入支援、運用・保守及びロボット・アズ・ア・サービス（RaaS）等を

段階的に展開する計画です。さらに、必要な権利を確保したデータの収集・加工・提供等を通じた継続的な収益基

盤の構築を目指し、事業開始に向けた準備を進めてまいりました。

　ビットコイン関連分野におきましては、長期的な株主価値及び資本効率の向上を目的として、2026年９月に、子

会社BTC JPN Ltd.におけるビットコイントレジャリー及びビットコイン関連資産運用事業の開始を決定し、同月28

日に初回のビットコイン購入を実行いたしました。今後も、市場環境、リスク調整後の投資機会、利用可能資金及

び当社グループの資金需要を踏まえ、承認された投資方針及び所定の手続に従って、追加購入を判断してまいりま

す。

　これらの事業展開を支える資金面では、EVO FUNDを割当先とする転換社債型新株予約権付社債及び新株予約権を

発行し、2026年８月に払込みが完了いたしました。また、同年９月には、公表済みの各資金使途について固定的な

充当順位を設けず、案件の進捗、投資の合理性及び利用可能資金等に応じて段階的に充当する方針へ変更いたしま

した。引き続き、既存事業の運営と新規事業への投資に必要な資金を適切に管理し、資本の効率的な配分に努めて

まいります。

 

　当中間連結会計期間における売上高は13億59百万円（前年同期比6.4％減）、営業損失は３億61百万円（前年同

期は営業損失１億93百万円）、経常損失は４億24百万円（前年同期は経常損失１億88百万円）、構造改革に伴う特

別損失を計上した結果、親会社株主に帰属する中間純損失は６億24百万円（前年同期は親会社株主に帰属する中間

純損失２億40百万円）となりました。
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　セグメントの業績は次のとおりであります。

　なお、当中間連結会計期間より、ライフスタイル事業については量的重要性が低下したため、報告セグメントか

ら除外し、「その他」としております。それに伴い、比較数値につきましても変更後の数値としております。

　また、当中間連結会計期間より開始した投資事業につきましては、事業の開始初年度であり、当中間連結会計期

間において外部顧客に対する売上高が生じておりませんが、当該事業に係る資産及び損益の重要性が増しているこ

とから、「投資事業」とし、新たな報告セグメントとしております。

 

きもの事業）

　百貨店事業では、１社体制による売場運営や新規開設売場による売上への寄与があった一方、専門店事業では、

大手きものチェーン店の販売不振の影響を受け、全体の売上高は前年同期を下回りました。こうした状況の中、売

場運営の効率化やコスト削減、採算性の改善に継続して取り組んだことにより、営業損失は前年同期に比べ縮小い

たしました。

　この結果、売上高は３億10百万円（前年同期比5.9％減）、営業損失は36百万円（前年同期は営業損失67百万

円）となりました。

 

（ファッション事業）

　ショップチャンネルとの取り組みやミセス卸売部門、SHOP事業を中心に販売活動を継続いたしました。一方、

ジュニア部門及びホームファッション部門では、円安等の影響による大手量販店からの受注減少が引き続き業績に

影響し、売上高は前年同期を下回りました。収益性の向上に向けた取り組みを進めた結果、営業損失は前年同期と

ほぼ同水準となりました。

　この結果、売上高は６億32百万円（前年同期比4.9％減）、営業損失は21百万円（前年同期は営業損失22百万

円）となりました。

 

（マテリアル事業）

　マテリアル事業におきましては、国内において大手アパレル向けの受注が伸び悩むなど、厳しい事業環境が続き

ました。また、上海事業においても、中国国内の消費低迷の影響を受け、売上高は前年同期を下回りました。一

方、上海事業では、継続的なコストの見直しや経費削減など、収益構造の改善に取り組んだ結果、減収となったも

のの、営業損益は前年同期に比べ改善いたしました。

　この結果、売上高は３億93百万円（前年同期比9.8％減）、営業損失は16百万円（前年同期は営業損失７百万

円）となりました。

 

（投資事業）

　投資事業におきましては、ＡＩインフラ領域における中長期的な収益機会の獲得を目的として、米国子会社

BTCJPN US LLCを通じ、スペースＸ社及びFigure AI社の各株式に係る経済的利益の取得を目的とする投資ファンド

に対し、出資を実行いたしました。スペースＸ社は、宇宙輸送サービスを基盤としつつ、Ｘ．ＡＩ社との統合を公

表するなど、ＡＩ計算基盤領域への展開を進めております。また、Figure AI社は、自律型ヒューマノイドロボッ

ト及び独自のビジョン・ランゲージ・アクション（ＶＬＡ）モデルを開発する、身体性ＡＩ（Embodied AI）分野

の有力企業であります。

　当社グループは、両ファンドへの出資を通じて、拡大するＡＩインフラ需要を捉え、中長期的な企業価値の向上

を図ってまいります。なお、当該出資は「出資金」として取得原価をもって計上しており、当中間連結会計期間末

において評価損益は認識しておりません。

　また、暗号資産関連の投資事業におきましては、ビットコイン・トレジャリー事業の一環として、当中間連結会

計期間中にビットコインを取得いたしました。今後も市場環境や資金状況等を踏まえながら、適切なリスク管理の

もとで事業を進めてまいります。

　この結果、売上高は発生しておりません、営業損失は１億41百万円（前年同期は実績なし）となりました。

 

（その他）

　「その他」区分には、不動産賃貸事業、ライフスタイル事業を含めております。

不動産賃貸事業及びライフスタイル事業については、従来の事業運営を継続いたしました。営業損失は前年同期に

比べ微減いたしました。

　この結果、売上高は23百万円（前年同期比8.3％増）、営業損失は0百万円（前年同期は営業損失１百万円）とな

りました。
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 （２）財政状態の状況

（資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産は36億46百万円となり、前連結会計年度末に比べ８億３百万円減少いたし

ました。これは主に、暗号資産が１億56百万円増加したものの、現金及び預金が９億40百万円減少したことによるも

のであります。固定資産は32億62百万円となり、前連結会計年度末に比べ30億74百万円増加いたしました。これは主

に、出資金が30億75百万円増加したことによるものであります。この結果、総資産は69億８百万円となり、前連結会

計年度末に比べ22億70百万円増加いたしました。

（負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債は15億84百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億75百万円増加いたし

ました。これは主に、一年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債が８億25百万円増加したことによるものであり

ます。固定負債は26百万円となり、前連結会計年度末に比べ２百万円減少いたしました。これは主に、その他固定負

債が２百万円減少したことによるものであります。この結果、負債合計は16億10百万円となり、前連結会計年度末に

比べ９億73百万円増加いたしました。

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産合計は52億98百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億97百万円増加いた

しました。これは主に、親会社株主に帰属する中間純損失計上により利益剰余金が６億24百万円減少したものの新株

予約権の行使及び無担保転換社債型新株予約権付社債（転換価額修正条項付）の転換に伴い、資本金及び資本剰余金

がそれぞれ９億82百万円増加したことによるものであります。この結果、自己資本比率は76.6％（前連結会計年度末

は86.2％）となりました。

 
 
 （３）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、資金という）は、前連結会計年度末に比べ９億40百万

円減少し、20億74百万円となっております。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、減少した資金は、４億９百万円（前年同期は２億９百万円減少）となりました。これは主に、

構造改革費用引当金の増加額１億89百万円による増加要因はあったものの、税金等調整前中間純損失６億18百万円

及び仕入債務の減少33百万円によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、減少した資金は32億94百万円（前年同期は１億34百万円の増加）となりました。これは主に、

出資金の払込による支出31億32百万円及び暗号資産取得による支出１億60百万円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、増加した資金は27億62百万円（前年同期は０百万円の減少）となりました。これは主に、新株

予約権付社債の発行による収入15億円及び新株予約権の行使による株式の発行による収入12億56百万円によるもの

であります。

 
 （４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

 （５）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。
 
 

 （６）研究開発活動

　該当事項はありません。
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３【重要な契約等】

（第三者割当による第1回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第2回新株予約権の発行）

　当社は、2026年7月16日開催の取締役会において、第三者割当の方法による第1回無担保転換社債型新株予約権付社債及

び第2回新株予約権の発行を決議し、同日付で割当先であるEVO FUNDとの間で本新株予約権付社債及び本新株予約権に係

る買取契約を締結いたしました。なお、2026年8月3日に払込みが完了しております。詳細は「第3 提出会社の状況 1 株

式等の状況 (2) 新株予約権等の状況 ② その他の新株予約権等の状況」をご参照ください。

 

（UBTECHグループとの業務提携（独占販売契約の締結））

当社は、2026年10月16日開催の取締役会において、香港証券取引所に上場するUBTECH ROBOTICS CORP. LTD.の完全子会

社であるUBTECH ROBOTICS LIMITEDとの間で、日本国内における指定のヒューマノイドロボット等を対象とする独占販売

契約を締結することを決議し、同日付で締結いたしました。詳細は、「第４　経理の状況　1　中間連結財務諸表　注記

事項（重要な後発事象）をご参照ください。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 271,402,592

A種種類株式 250,000

B種種類株式 250,000

C種種類株式 250,000

計 271,402,592

（注）各種類の株式の「発行可能株式総数」の欄には、定款に規定されている各種類の株式の発行可能種類株式総数を記

載し、計の欄には、定款に規定されている発行可能株式総数を記載しております。

　なお、2026年６月29日開催の第122期定時株主総会における定款変更の決議により、発行可能株式総数は

32,841,200株増加し、271,402,592株となっております。

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 81,633,164 82,176,642
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 81,633,164 82,176,642 － －

(注）「提出日現在発行数」欄には、2026年11月１日からこの半期報告書提出までの「第１回無担保転換社債型新株予約

権付社債（転換価額修正条項付）」の転換により発行された株式数は含まれておりません。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

第１回新株予約権

当中間会計期間中にすべて権利行使が完了したため、当中間会計期間の末日現在において未行使のものはあり

ません。

 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換価額修正条項付）

決議年月日 2026年7月16日

新株予約権の数（個）※ 40

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 10,869,560株 （注）2

新株予約権の行使時の払込金額（円）※

当初138円。転換価額は、CB修正日に先立つ2連続取引日

の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終

値の単純平均値の100％に相当する金額（1円未満切捨

て）に修正される。なお、修正後の転換価額が69円を下

回る場合には、69円を下限転換価額とする。（注）3

新株予約権の行使期間 ※ 自 2026年８月４日 至 2027年８月３日（注）5
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新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

(1) 本新株予約権の行使により交付する当社普通株式1株

の発行価格は、行使された本新株予約権に係る本社債の

金額の総額を、本新株予約権の目的である株式の総数で

除した額とする。

(2) 増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定め

るところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を

乗じた金額とし、計算の結果1円未満の端数を生じる場合

はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金

の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を

減じた額とする。

新株予約権の行使の条件 ※ 各本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※

本新株予約権付社債は、会社法第254条第2項本文及び第3

項本文の定めにより、本社債又は本新株予約権のうち一

方のみを譲渡することはできない。本新株予約権の譲渡

については、当社取締役会の承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 ※
該当事項なし

新株予約権の行使の際に出資の目的とする財産の内

容及び価額 ※

各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権

に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額

は、当該本社債の金額と同額とする。

新株予約権付社債の残高（千円）※ 1,500,000

※ 新株予約権付社債の発行時（2026年8月3日）における内容を記載しております。

（注）1. 本新株予約権付社債は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。当該行使価額修正条項付新株

予約権付社債券等の特質は以下のとおりであります。

1　本新株予約権の行使請求により当社が当社普通株式を新たに発行し又はこれに代えて当社の保有する当社普通

株式を処分（以下、当社普通株式の「交付」という。）する当社普通株式の数は、株価の上昇又は下落により

増加・減少することがある。当該株式数は行使請求に係る本新株予約権が付された本社債の金額の総額を当該

行使請求の効力発生日において適用のある転換価額で除して得られる数であるため、転換価額が修正された場

合には、本新株予約権の行使請求により当社が交付する当社普通株式の数は増加又は減少する。

2　転換価額の修正

(1) 本新株予約権付社債の転換価額は、割当日の2取引日（取引所において売買立会が行われる日をいう。以下

同じ。）後に初回の修正がなされ、以後2取引日が経過する毎に修正が行われる（以下、かかる修正が行わ

れる日を、個別に又は総称して「CB修正日」という。）。転換価額は、CB修正日に、当該CB修正日に先立つ

2連続取引日（以下「CB価格算定期間」という。）の各取引日（但し、終値が存在しない日を除く。）にお

いて取引所が発表する当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値の100％に相当する金額の1円未満の端数

を切り捨てた金額（但し、当該金額が下限転換価額を下回る場合、下限転換価額とする。）に修正される。

但し、当該CB価格算定期間のいずれの取引日にも終値が存在しなかった場合には、転換価額の修正は行わな

い。また、CB価格算定期間内において（注）3.5の規定に基づく調整の原因となる事由が発生した場合に

は、当該CB価格算定期間内の各取引日において取引所が発表する当社普通株式の普通取引の終値は当該事由

を勘案して合理的に調整される。

(2) 上記(1)にかかわらず、①当社普通株式に係る株主確定日等の直前3取引日（当日を含む。）から当該株主確

定日等（当日を含む。）までの本新株予約権付社債の転換ができない期間（以下「CB株主確定期間」とい

う。）、並びに②当該CB株主確定期間の末日の翌取引日においては、転換価額の修正は行わないものとし、

その場合、次に転換価額の修正が行われるのは当該CB株主確定期間の末日の2取引日後（当日を含む。）の

日とし、当該日以降、2取引日が経過する毎に、上記(1)に準じて転換価額は修正される。

(3) 上記(1)及び(2)にかかわらず、本新株予約権の行使が、取引所の有価証券上場規程施行規則第436条第1項に

定義する制限超過行使（以下「制限超過行使」という。）に該当する場合であって、上記(1)及び(2)の計算

によると当該行使に係る行使価額が2026年7月16日において取引所が発表する当社普通株式の普通取引の終

値（本新株予約権の発行後に当社普通株式の分割、無償割当又は併合（以下「株式分割等」と総称する。）

が行われた場合には公正かつ合理的な調整を行う。）（以下「発行決議日終値」という。）を下回ることと

なる場合、当該行使に係る行使価額は発行決議日終値と同額に修正される。

(4) 下限転換価額は、当初69円とする。

(5) 下限転換価額は、（注）3.5の規定を準用して調整される。

3　転換価額の修正頻度：上記2(1)の記載に従い、2取引日に一度の頻度で修正される。

4　転換価額の下限：69円。転換価額の上限：なし。
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5　割当株式数の上限：なし（転換価額により変動する）。本新株予約権付社債が全て下限転換価額で転換された

場合に交付される株式数は21,739,120株（2026年6月8日現在の当社発行済株式総数73,690,348株に対する割合

は29.50％）である。

6　資金調達額の下限：本新株予約権の行使に際しては本社債が出資され、金銭の払込みは行われないため、該当

事項はない。

7　繰上償還条項等：当社の決定により本社債の全額を繰上償還することを可能とする条項が設けられている

（（注）4参照）。

（注）2. 新株予約権の目的となる株式の数

本新株予約権の行使により当社が交付する当社普通株式の数は、行使請求に係る本社債の払込金額の総額を

（注）3.3に定める転換価額で除して得られる最大の整数とする。但し、行使により生じる1株未満の端数は切

り捨て、現金による調整は行わない。上記の株式数は、本新株予約権付社債が全て当初転換価額で転換された

場合の株式数である。

（注）3. 新株予約権の行使時の払込金額

1　各本新株予約権の行使に際して出資される財産：当該本新株予約権に係る本社債

2　各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額：当該本新株予約権に係る本社債の金額と同額とす

る。

3　転換価額：転換価額は当初138円とする。但し、下記4又は5の規定に従って修正又は調整される。

4　転換価額の修正

（イ）転換価額は、割当日の2取引日後に初回の修正がなされ、以後2取引日が経過する毎に、CB修正日に、CB

価格算定期間の各取引日（但し、終値が存在しない日を除く。）において取引所が発表する当社普通株

式の普通取引の終値の単純平均値の100％に相当する金額の1円未満の端数を切り捨てた金額（但し、当

該金額が下限転換価額を下回る場合、下限転換価額とする。）に修正される。但し、当該CB価格算定期

間のいずれの取引日にも終値が存在しなかった場合には、転換価額の修正は行わない。また、CB価格算

定期間内において下記5の規定に基づく調整の原因となる事由が発生した場合には、当該CB価格算定期間

内の各取引日において取引所が発表する当社普通株式の普通取引の終値は当該事由を勘案して合理的に

調整される。

（ロ）上記（イ）にかかわらず、①CB株主確定期間、及び②当該CB株主確定期間の末日の翌取引日において

は、転換価額の修正は行わないものとし、その場合、次に転換価額の修正が行われるのは当該CB株主確

定期間の末日の2取引日後（当日を含む。）の日とし、当該日以降、2取引日が経過する毎に、上記

（イ）に準じて転換価額は修正される。

（ハ）上記（イ）及び（ロ）にかかわらず、本新株予約権の行使が、制限超過行使に該当する場合であって、

上記（イ）及び（ロ）の計算によると当該行使に係る行使価額が発行決議日終値を下回ることとなる場

合、当該行使に係る行使価額は発行決議日終値と同額に修正される。

（ニ）下限転換価額は、下記5の規定を準用して調整される。

5　転換価額の調整

（イ）当社は、本新株予約権付社債の発行後、下記（ロ）に掲げる各事由により当社株式が交付され、当社の

普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「転換

価額調整式」という。）をもって転換価額を調整する。

    

既発行普通株式数＋

交付普通株式数×
１株当たりの
払込金額

調整後の
転換価額

＝
調整前の
転換価額

×
時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数
　
 

（ロ）転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及び調整後の転換価額の適用時期については、次に定

めるところによる。

(a) 下記（ニ）(b)に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行する場合（但し、無償割

当による場合、当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の行使、取得請求権付株式若しくは取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求でき

る権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、会社分割、株式交換、合併若しくは株式交付により

当社普通株式を交付する場合、又は当社若しくはその関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則第8条第8項に定める関係会社をいう。）の取締役その他の役員若しくは使用人に、報酬の目的

で、当社普通株式を発行し若しくは処分する場合を除く。）。調整後の転換価額は、払込期日（募集に際

して払込期間を定めた場合はその最終日とする。）の翌日以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主

に割当を受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

(b) 株式分割又は株式無償割当により普通株式を発行する場合。調整後の転換価額は、株式の分割のための基

準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日が
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あるときはその翌日以降、当該基準日がないとき及び株主（普通株主を除く。）に当社普通株式の無償割

当をするときは当該割当の効力発生日の翌日以降、それぞれこれを適用する。

(c) 取得請求権付株式であって、その取得と引換えに下記（ニ）(b)に定める時価を下回る払込金額をもって当

社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は下記（ニ）(b)に定める時価を下回る払込金額を

もって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。但し、第2

回新株予約権を除く。）を発行又は付与する場合（但し、当社又はその関係会社の取締役その他の役員又

は使用人に新株予約権を割り当てる場合を除く。）。調整後の転換価額は、発行される取得請求権付株

式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利の全部が当初の取得価額又は行使価額で

請求又は行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして転換価額調整式を適用して算出するものと

し、払込期日（新株予約権又は新株予約権付社債の場合は割当日）の翌日以降又は（無償割当の場合は）

効力発生日の翌日以降これを適用する。但し、株主に割当を受ける権利を与えるための基準日がある場合

には、その日の翌日以降これを適用する。上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される当社普通

株式の対価が取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利が発行され

た時点で確定していない場合、調整後の転換価額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付

株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件で

請求又は行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するものと

し、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。

(d) 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）

の取得と引換えに下記（ニ）(b)に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合。調整後

の転換価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

(e) 上記(a)乃至(c)の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締

役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、上記(a)乃至(c)にかかわらず、調整後の転換価

額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承

認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社

普通株式を交付する。この場合、1株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

株式数＝

（調整前の転換価額
－調整後の転換価額）

×
調整前の転換価額により
当該期間内に交付された株式数

調整後の転換価額
　
 

（ハ）転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が1円未満にとどまる場

合は、転換価額の調整は行わない。但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価額

を調整する場合には、転換価額調整式中の調整前の転換価額に代えて調整前の転換価額からこの差額を

差し引いた額を使用する。

（ニ）(a) 転換価額調整式の計算については、0.1円未満の端数を四捨五入する。(b) 転換価額調整式で使用す

る時価は、調整後の転換価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の取引所

における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終値のない日数を除く。）とする。この場合、

平均値の計算は、円位未満小数第2位まで算出し、小数第2位を四捨五入する。(c) 転換価額調整式

で使用する既発行株式数は、株主に割当を受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日、

また、かかる基準日がない場合は、調整後の転換価額を初めて適用する日の1か月前の日における当

社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とす

る。また、株式分割の場合には、転換価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日におい

て当社が有する当社普通株式に割当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。

（ホ）上記（ロ）記載の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予

約権付社債権者と協議の上、その承認を得て、必要な転換価額の調整を行う。(a) 株式の併合、資本の

減少、会社分割、株式交換、合併又は株式交付のために転換価額の調整を必要とするとき。(b) その他

当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生により転換価額の調整を必要とすると

き。(c) 転換価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の

算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

（ヘ）転換価額の調整を行うときは、当社は、調整後の転換価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権付

社債権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及びその

適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記（ロ）(e)に定める場合その他適用開始日の

前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

（注）4. 本社債の償還

1　満期償還：本社債は、2027年8月4日に、その総額を本社債の金額100円につき金100円で償還する（銀行休業

日にあたるときは、その前銀行営業日に繰り上げる。）。

2　当社による繰上償還：当社は、本社債の払込日以降の任意の日を償還日として、いつでも、残存する本社債

の一部又は全部を、本社債の金額100円につき金100円で償還することができる。かかる償還を行うために、
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当社は、償還日の2週間以上前に、本新株予約権付社債権者に対して、書面により償還に必要な事項を記載

した通知を行う。

3　本新株予約権付社債権者の請求による繰上償還：本新株予約権付社債権者は、次の各号の場合、書面による

請求により、残存する本社債の全部又は一部を、各社債の金額100円につき金100円で繰上償還することを当

社に請求することができる。

(1) 組織再編行為：当社が消滅会社となる合併、吸収分割若しくは新設分割（吸収分割承継会社若しくは新設

分割設立会社が、本新株予約権付社債に基づく当社の義務を引き受け、かつ本新株予約権に代わる新たな

新株予約権を交付する場合に限る。）、又は当社が完全子会社となる株式交換、株式移転若しくは株式交

付につき当社株主総会で承認決議した場合又は当該計画を公表した場合（当該請求日の翌銀行営業日以降

のいずれかの日に償還）。

(2) 上場廃止等：当社株式が取引所により監理銘柄、特設注意市場銘柄若しくは整理銘柄に指定された場合又

は上場廃止となった場合（償還すべき日の翌銀行営業日前の事前通知のうえ、請求日の翌銀行営業日に償

還）。

(3) 大株主の異動：50％を超える議決権を単独で若しくは共同保有者（金融商品取引法第27条の23第5項及び第

6項に規定するものをいう。）とともに直接若しくは間接的に保有する株主が新たに出現した場合（請求日

の翌銀行営業日に償還）。

(4) スクイーズアウト：当社普通株式を全部取得条項付種類株式にする定款の変更の後、当社普通株式の全て

を取得する旨の株主総会決議、特別支配株主（会社法第179条第1項）による株式等売渡請求を承認する旨

の取締役会決議、又は上場廃止を伴う当社普通株式の併合を承認する旨の株主総会決議がなされた場合

（繰上償還日の10営業日以上前の事前通知が必要）。

(5) 株価の下限割れ：上記(1)乃至(4)にかかわらず、本社債の払込日から3か月が経過した日以降、取引所にお

ける当社普通株式の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）が下限転換価額を5取引日連続で

下回った場合、当該日以降の任意の日を償還日として、いつでも、繰上償還日の5営業日前までに当社に書

面で通知することにより、未償還の本社債の全部又は一部の繰上償還を請求することができる。

（注）5. 新株予約権の行使期間

次の期間は本新株予約権を行使することができない。

①当社普通株式に係る株主確定日、その前営業日及び前々営業日

②株式会社証券保管振替機構が必要であると認めた日

③（注）4.2及び4.3に基づき本社債を繰上償還する場合は、償還日の前銀行営業日以降

④（注）6に基づき本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益を喪失した時以降

⑤組織再編行為をするために本新株予約権の行使の停止が必要であると当社が合理的に判断した場合は、それ

らの組織再編行為の効力発生日の翌日から14日以内の日に先立つ30日以内の当社が指定する期間中（停止期間

その他必要な事項を当該期間の開始日の1か月前までに本新株予約権付社債権者に通知する。）。

（注）6. 担保・財務上の特約及び期限の利益喪失

1　本新株予約権付社債には担保及び保証は付されておらず、また、本新株予約権付社債のために特に留保され

ている資産はない。

2　財務上の特約（担保提供制限）：当社は、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新株予約権付

社債発行後、当社が国内で今後発行する他の転換社債型新株予約権付社債に担保権を設定する場合には、本

新株予約権付社債のためにも、担保付社債信託法に基づき、同順位の担保権を設定する。その他の財務上の

特約は付されていない。

3　期限の利益喪失：当社は、次のいずれかの事由が発生した場合には、本社債につき期限の利益を喪失する。

①当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、又は期限が到来してもその弁済をすることができ

ないとき

②当社が、社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失し、若しくは期限が到来してもその弁済をする

ことができないとき、又は当社以外の社債若しくはその他の借入金債務に対して当社が行った保証債務に

ついて履行義務が発生したにもかかわらず、その履行をすることができないとき

③当社が、破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別清算開始の申立てをし、又は

取締役会において解散（合併の場合を除く。）の議案を株主総会に提出する旨の決議を行ったとき

④当社が破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の決定又は特別清算開始の命令を受け

たとき。また、当社が償還、交付方法又は担保提供制限の規定に違背し、3銀行営業日以内にその履行が

なされない場合、本新株予約権付社債権者は、その判断により当社が期限の利益を失ったものとみなすこ

とができる。

4　本社債は、会社法第702条但書及び会社法施行規則第169条の要件を充たすものであり、社債管理者は設置し

ていない。

（注）7. 権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容
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当社は、割当先であるEVO FUNDとの間で、本新株予約権付社債及び第2回新株予約権に係る買取契約（以下「本

件買取契約」という。）を締結しており、本件買取契約には次の内容が含まれている。

(1) 制限超過行使の禁止

①当社は、取引所の定める有価証券上場規程第434条第1項及び同施行規則第436条第1項乃至第5項の定めに

基づき、原則として、単一暦月中に割当先が本社債に付された新株予約権又は第2回新株予約権を行使する

ことにより取得される株式数が、払込日時点における上場株式数の10％を超える場合には、当該10％を超

える部分に係る行使（制限超過行使）を行わせない。

②割当先は、所定の適用除外の場合を除き、制限超過行使に該当する行使を行わないことに同意し、行使に

あたっては、あらかじめ当社に対し、当該行使が制限超過行使に該当しないかについて確認を行う。

③割当先は、本新株予約権付社債を譲渡する場合、あらかじめ譲渡先となる者に対して、当社との間で制限

超過行使に係る義務を負うことを約束させ、また譲渡先となる者がさらに第三者に譲渡する場合にも当社

に対して同様の義務を承継すべき旨を約束させる。なお、行使価額が発行決議日終値以上の場合は、制限

超過行使の禁止の適用除外とする旨を定めている。

(2) 譲渡制限：割当先による本新株予約権付社債の譲渡には、当社取締役会の決議による当社の承認を要す

る。

(3) 行使請求の拒否禁止：割当先から本件買取契約及び発行要項に基づき行使請求が可能である場合には、当

社は本新株予約権の行使を拒否することができない。

（注）8. 当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

該当事項はありません。

（注）9. 当社の株券の貸借に関する事項についての所有者と当社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

当社の大株主であるBAKKT OPCO HOLDINGS, LLCは、その保有する当社普通株式の一部（上限2,000,000株）につ

いて、割当先であるEVO FUNDとの間で貸株契約を締結している。当該貸株契約における貸株料は年率0％であ

り、貸借された株式は、本新株予約権付社債及び第2回新株予約権に係るヘッジ取引を目的として使用される。

また、借入株式と同数・同種の株式が返還される予定である。

（注）10. その他投資者の保護を図るため必要な事項

該当事項はありません。

（注）11. 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第9項に規定するデリバティブ取引その他の取引の内容

該当事項はありません。
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第２回新株予約権

決議年月日 2026年７月16日

新株予約権の数（個）※ 593,779

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※

普通株式 59,377,900（新株予約権1個につき100株）

（注）2

新株予約権の行使時の払込金額（円）※

当初138円。行使価額は、WT修正日に先立つ2連続取引

日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引

の終値の単純平均値の100％に相当する金額（1円未満

切捨て）に修正される。なお、修正後の行使価額が69

円を下回る場合には、69円を下限行使価額とする。

（注）3

新株予約権の行使期間 ※ 自 2026年８月４日 至 2027年８月４日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

(1) 本新株予約権の行使により交付する当社普通株式1

株の発行価格は、行使請求に係る本新株予約権の行使

に際して払い込むべき金額の総額に、行使請求に係る

本新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、本新株

予約権の目的である株式の総数で除した額とする。

(2) 増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第1項

の規定に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1

の金額とし（計算の結果1円未満の端数が生じる場合は

その端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増

加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加す

る資本準備金の額とする。

新株予約権の行使の条件 ※ 本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※

本新株予約権には譲渡制限は付されていない。但し、本

件買取契約において、本新株予約権の譲渡の際に当社取

締役会の承認が必要である旨が定められている。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 ※

該当事項なし

自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件 ※ （注）4

※ 新株予約権の発行時（2026年8月3日）における内容を記載しております。

（注）1. 本新株予約権は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。当該行使価額修正条項付新株予約権

付社債券等の特質は以下のとおりであります。

1　本新株予約権の目的である株式の総数は59,377,900株、割当株式数（本新株予約権1個当たりの目的である

株式の数）は100株で確定しており、株価の上昇又は下落により行使価額が修正されても変化しない（但

し、（注）2に記載のとおり、調整されることがある。）。なお、株価の上昇又は下落により行使価額が修

正された場合、本新株予約権による資金調達の額は増加又は減少する。

2　行使価額の修正基準

(1) 行使価額は、割当日の2取引日後に初回の修正がなされ、以後2取引日が経過する毎に修正が行われる（以

下、かかる修正が行われる日を、個別に又は総称して「WT修正日」という。）。行使価額は、WT修正日

に、当該WT修正日に先立つ2連続取引日（以下「WT価格算定期間」という。）の各取引日（但し、終値が存

在しない日を除く。）において取引所が発表する当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値の100％に相

当する金額の1円未満の端数を切り捨てた金額（但し、当該金額が下限行使価額を下回る場合、下限行使価

額とする。）に修正される。但し、当該WT価格算定期間のいずれの取引日にも終値が存在しなかった場合

には、行使価額の修正は行わない。また、WT価格算定期間内において（注）3.4の規定に基づく調整の原因

となる事由が発生した場合には、当該WT価格算定期間内の各取引日において取引所が発表する当社普通株

式の普通取引の終値は当該事由を勘案して合理的に調整される。

(2) 上記(1)にかかわらず、①当社普通株式に係る株主確定日等の直前取引日（当日を含む。）から当該株主確

定日等（当日を含む。）までの本新株予約権の行使ができない期間（以下「WT株主確定期間」とい

う。）、並びに②当該WT株主確定期間の末日の翌取引日においては、行使価額の修正は行わないものと

し、その場合、次に行使価額の修正が行われるのは当該WT株主確定期間の末日の2取引日後（当日を含

む。）の日とし、当該日以降、2取引日が経過する毎に、上記(1)に準じて行使価額は修正される。
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(3) 上記(1)及び(2)にかかわらず、本新株予約権の行使が、制限超過行使に該当する場合であって、上記(1)及

び(2)の計算によると当該行使に係る行使価額が発行決議日終値を下回ることとなる場合、当該行使に係る

行使価額は発行決議日終値と同額に修正される。

(4) 下限行使価額は、当初69円とする。

(5) 下限行使価額は、（注）3.4の規定を準用して調整される。

3　行使価額の修正頻度：行使価額は、2取引日に一度の頻度で修正される。

4　行使価額の下限：69円。行使価額の上限：なし。

5　割当株式数の上限：59,377,900株（2026年6月8日現在の発行済株式総数73,690,348株に対する割合は

80.58％）

6　本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限（上記4の下限行使価額にて本新株予約権が全て行

使された場合の資金調達額）：4,103,606,669円（但し、本新株予約権は行使されない可能性がある。）

7　本新株予約権の取得事由：本新株予約権には、当社取締役会の決議等により、本新株予約権の全部又は一部

を取得することができる条項が設けられている（（注）4参照）。

（注）2. 新株予約権の目的となる株式の数

本新株予約権の目的である株式の総数は59,377,900株（割当株式数は100株）とする。なお、当社が株式分割又

は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。但し、かかる調整は、本

新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の

結果生じる1株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。調整後株式数＝調整前株式数×分割・併

合の比率。その他、目的となる株式数の調整を必要とする事由が生じたときは、当社は取締役会決議により、

合理的な範囲で目的となる株式数を適宜調整するものとする。

（注）3. 新株予約権の行使時の払込金額

1　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額：各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

は、行使価額に割当株式数を乗じた額とする。但し、これにより1円未満の端数が生じる場合は、これを切

り捨てる。

2　本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式1株当たりの出資される財産の

価額（以下「行使価額」という。）は、当初、138円とする。

3　行使価額の修正：（注）1.2(1)乃至(3)及び(5)に記載のとおり。

4　行使価額の調整

(1) 当社は、本新株予約権の割当日後、下記(2)に掲げる各事由により当社普通株式が交付され、発行済普通株

式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整

式」という。）をもって行使価額を調整する。

    

既発行普通株式数＋

交付普通株式数×
１株当たりの
払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数
　
 

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後行使価額の適用時期については、次に定

めるところによる。

① 下記(4)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交付する場合（但し、無償割当に

よる場合、当社の発行した取得請求権付株式若しくは取得条項付株式の取得と引換えに交付する場合、当

社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券若しくは権利の請求若

しくは行使によって当社普通株式を交付する場合、又は会社分割、株式交換、合併若しくは株式交付によ

り当社普通株式を交付する場合、当社又はその関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則第8条第8項に定める関係会社をいう。）の取締役その他役員又は使用人に、報酬の目的で、当社普通

株式を発行し又は処分する場合を除く。）、調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設け

られているときは、当該払込期間の最終日とする。以下同じ。）の翌日以降、又はかかる発行若しくは処

分につき株主に割当を受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

② 株式分割又は株式無償割当により当社普通株式を発行する場合、調整後行使価額は、株式分割のための基準

日の翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日がある

ときはその翌日以降、当該基準日がないとき及び株主（普通株主を除く。）に当社普通株式の無償割当をす

るときは当該割当の効力発生日の翌日以降、それぞれこれを適用する。

③ 取得請求権付株式であって、その取得と引換えに下記(4)②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株

式を交付する旨の定めがある取得請求権付株式を発行する場合（無償割当の場合を含む。）又は下記(4)②

に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債

その他の証券若しくは権利（但し、本新株予約権付社債を除く。）を発行又は付与する場合（無償割当の場

合を含むが、当社又はその関係会社の取締役その他の役員又は使用人に新株予約権を割り当てる場合を除

く。）、調整後行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の
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証券又は権利の全てが当初の取得価額又は行使価額で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたものと

みなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日（新株予約権又は新株予約権付社債の場合

は割当日、無償割当の場合は効力発生日）の翌日以降これを適用する。但し、その権利の割当のための基準

日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される

当社普通株式の対価が取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利が発

行された時点で確定していない場合、調整後行使価額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権

付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件で

請求又は行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものと

し、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の

取得と引換えに下記(4)②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合、調整後行使価

額は、取得日の翌日以降これを適用する。

⑤ 上記①乃至③の各取引において、その権利の割当のための基準日が設定され、かつ、各取引の効力の発生が

当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときは、上記①乃至③の

定めにかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適用する。この場合におい

て、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに本新株予約権を行使した本新株予約権者に対し

ては、次の算式に従って当社普通株式の交付数を決定するものとする。この場合に1株未満の端数が生じた

ときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

株式数＝

（調整前行使価額
－調整後行使価額）

×
調整前行使価額により
当該期間内に交付された株式数

調整後行使価額
　
 

(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が1円未満にとどまる限りは、

行使価額の調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使価額を

算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差引いた

額を使用する。

(4) 行使価額調整式の計算については、次に定めるところによる。

① 0.1円未満の端数を四捨五入する。

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額を適用する日（但し、上記(2)⑤の場合は基準日）に

先立つ45取引日目に始まる30取引日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（当日付

で終値のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第2位まで算出し、小

数第2位を四捨五入する。

③ 行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また、基準日がない場合

は、調整後行使価額を適用する日の1か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日におけ

る当社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。また、株式分割の場合には、行使価額調整式で

使用する交付普通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割り当てられる当社普通株式

数を含まないものとする。

(5) 上記(2)の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調

整を行う。

① 株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親会社とする株

式交換又は株式交付のために行使価額の調整を必要とするとき。

② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必

要とするとき。

③ 行使価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあた

り使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6) 上記(2)の規定にかかわらず、上記(2)に基づく調整後行使価額を初めて適用する日がWT修正日と一致する

場合には、当社は、必要な調整を行う。

(7) 行使価額の修正又は調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、修正又は

調整前行使価額、修正又は調整後行使価額及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに

本新株予約権者に通知する。但し、上記(2)⑤の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことが

できないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。

（注）4. 自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件

1　当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日の翌日以

降、会社法第273条及び第274条の規定に従って、当社取締役会が定めた本新株予約権を取得する日（以下

「取得日」という。）の2週間以上前に本新株予約権者又は本新株予約権者の関係会社に通知することによ

り（但し、通知が当該日の16時までに到達しなかった場合、かかる通知は翌取引日に行われたものとして取

り扱われる。）、本新株予約権1個当たりの払込金額と同額（対象となる本新株予約権の個数を乗じて1円未

EDINET提出書類

Ｂｉｔｃｏｉｎ　Ｊａｐａｎ株式会社(E02627)

半期報告書

16/37



満の端数が生じたときはこれを四捨五入する。）で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を

取得することができる。本新株予約権の一部を取得する場合には、抽選その他の合理的な方法により行うも

のとする。

2　当社は、2027年8月4日に、本新株予約権1個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の

保有する本新株予約権の全部を取得する。

（注）5. 権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

本件買取契約には、第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の（注）7(1)乃至(3)に記載の内容（制限超過行

使の禁止、譲渡制限、行使請求の拒否禁止）に加え、次の行使停止に関する条項が含まれている。

行使停止指定：当社は、割当先が本新株予約権の全部又は一部を行使することができない期間（以下「停止指

定期間」という。）として、本新株予約権の払込期日から1か月を経過した日以降、行使期間の末日までの期間

中の任意の期間を指定することができる。停止指定期間は、当社がEVOLUTION JAPAN証券株式会社に対して停止

指定を通知した日の3取引日後以降の日から当社が指定する日までとなる。当社は、停止指定を随時、何回でも

行うことができ、また通知により停止指定を取り消すことができる。当社は、停止指定を行った場合及び取り

消した場合、その都度プレスリリースにて開示する。

（注）6. 当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

該当事項はありません。

（注）7. 当社の株券の貸借に関する事項についての所有者と当社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の（注）9に記載のとおりであります。

（注）8. その他投資者の保護を図るため必要な事項

該当事項はありません。

（注）9. 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第9項に規定するデリバティブ取引その他の取引の内容

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

当中間会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況は次のとおりです。

第１回新株予約権

 
中間会計期間

（2026年４月１日から
2026年９月30日まで）

当該中間会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等の数（個）
58,397

当該中間会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） 5,839,700

当該中間会計期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 221.0

当該中間会計期間の権利行使に係る資金調達額（千円） 1,290,523

当該中間会計期間の末日における権利行使された当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）
140,500

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）
14,050,000

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）
223.9

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の資金調達額（千円）
3,145,192

 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換価額修正条項付）

 
中間会計期間

（2026年４月１日から
2026年９月30日まで）

当該中間会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等の数（個）
18

当該中間会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） 7,942,816

当該中間会計期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 85.0

当該中間会計期間の権利行使に係る資金調達額（千円） -（注）

当該中間会計期間の末日における権利行使された当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）
18

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）
7,942,816

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）
85.0

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の資金調達額（千円）
-（注）

（注）第1回無担保転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の行使は、本社債を出資の目的とするものであ

り、行使に伴う資金調達はありません。当中間会計期間に転換された本社債の額面総額は675,000千円（18本）であり、

2026年9月30日現在の本社債の残高は825,000千円（22本）であります。なお、第2回新株予約権は、当中間会計期間にお

いて行使されておりません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2026年６月１日～

2026年６月８日

（注1）

5,839,700 73,690,348 645,261 1,672,596 645,261 1,672,596

2026年８月５日～

2026年９月24日

（注2）

7,942,816 81,633,164 337,500 2,010,096 337,500 2,010,096

（注）１.第１回新株予約権の行使によるものです。

２.第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換価額修正条項付）の転換によるものです。

※下記「（注）3」は、2026年７月16日付で提出した有価証券届出書に伴う資金使途の変更となります。

３.2026年７月16日付で提出した有価証券届出書に記載いたしました「第一部　証券情報　第１募集要項　４新

規発行による手取金の使途　(2）手取金の使途」について、2026年９月17日の適時開示で下記のとおり変更

いたしました。

 

（１）変更の理由

当社は2026年7月16日付「第三者割当による第1回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換価額修正条項

付）及び第2回新株予約権（行使価額修正条項付）の発行に関するお知らせ」にて公表しましたとおり、同第

三者割当によって調達した資金を、①未公開株投資、②レアアース鉱山投資、③ロボット・アズ・ア・サー

ビス投資、④ビットコイン投資、⑤増加運転資金に充当する予定であり、本新株予約権付社債により調達し

た資金をまずは①未公開株投資に充当する予定でおりました。

しかしながら、①については現時点で適切な投資先の選定や交渉にさらに時間を要することが見込まれて

おります。引き続き案件の検討を進めておりますが、案件ごとの必要投資額と、当社の資金状況を踏まえ、

実行時期を判断する必要があります。一方で、早期に③ロボット・アズ・ア・サービス投資、フィジカルAI

事業について事業開始をする必要があり、またレアアース鉱山投資に関する検討が進展していることから、

各案件の進捗に応じた段階的な資金充当を可能とするため、従来の固定的な資金使途充当順位を見直すこと

とし、充当順位を定めないよう変更することを決定いたしました。

具体的には、①から③においては各資金使途における交渉相手との交渉の進捗状況、投資の合理性、契

約・DDの進捗、④においてはビットコインの市場動向、⑤においては①～④の各事業の進捗状況等により事

業上の充当順位が随時変化していく可能性があるため、こうした様々な要因を総合的に判断し取締役会の承

認その他所定の手続により充当の決定をして参ります。

　なお、本社債によって既に調達した1,500百万円については、概ね下記のとおり充当する予定であります

が、現時点において一括した実行を決定したものではなく、上記の充当方針に従って総合的に判断して充当

して参ります。

 

具体的な使途
金額

（百万円）
支出予定時期

未公開株投資 0 2026年9月～2028年2月

レアアース鉱山投資 200 2026年9月～2028年2月

ロボット・アズ・ア・サービス投資 600 2026年9月～2028年2月

ビットコイン投資 662 2026年9月～2028年2月

増加運転資金 38 2026年9月～2028年2月

合計 1,500  
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2026年9月30日現在の充当状況
 

具体的な使途
金額

（百万円）

未公開株投資 －

レアアース鉱山投資 －

ロボット・アズ・ア・サービス投資 －

ビットコイン投資 160

増加運転資金 38

合計 199

 

 

（２）変更の内容（変更箇所には下線を付しております。）

[変更前]

具体的な使途
金額

（百万円）
支出予定時期

未公開株投資 3,756 2026年8月～2028年2月

レアアース鉱山投資 3,503 2026年8月～2028年2月

ロボット・アズ・ア・サービス投資 1,446 2026年8月～2028年2月

ビットコイン投資 662 2026年8月～2028年2月

増加運転資金 290 2026年8月～2028年2月

合計 9,657  

（注）１．まずは本新株予約権付社債により調達した資金を①未公開株投資に充当する予定です。ま

た、本新株予約権の行使状況又は行使期間における株価推移により想定どおりの資金調達

ができなかった場合には、上記①から順に優先して行う予定であります。なお、本新株予

約権の行使時における株価推移により上記の使途に充当する支出予定金額を上回って資金

調達ができた場合には、超過分は上記①に充当する予定であります。

２．当社は、本新株予約権付社債及び本新株予約権により調達した資金を速やかに支出する計

画でありますが、支出実行までに時間を要する場合には銀行預金等にて安定的な資金管

理を図る予定であります。

 

[変更後]

具体的な使途
金額

（百万円）
支出予定時期

未公開株投資 3,756 2026年9月～2028年2月

レアアース鉱山投資 3,503 2026年9月～2028年2月

ロボット・アズ・ア・サービス投資 1,446 2026年9月～2028年2月

ビットコイン投資 662 2026年9月～2028年2月

増加運転資金 290 2026年9月～2028年2月

合計 9,657  

（注）１．本新株予約権付社債および本新株予約権により調達した資金の資金使途について各資金使

途に設定した金額の範囲内で、固定的な充当順位は設けず実際の投資可能資金に応じて段

階的に充当します。個別の充当先、金額及び時期は、案件の進捗、必要投資額、投資の合

理性、契約・デューデリジェンスの進捗、市場環境及び当社の資金状況等を踏まえ、取締

役会の承認その他所定の手続により決定します。各使途の実際の充当額の合計は、その時

点で充当可能な資金の総額を超えないものとします。
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２．④ビットコイン投資の資金上限は、初回投資及び直接関連費用を含む固定額662百万円で

す。本新株予約権の行使を待たず、本社債の調達資金のみから同上限の全額まで充当する

ことを可能とします。ただし、この上限は調達実績に一定割合を乗じて計算するものでは

なく、本新株予約権の行使が想定を下回り又は行われないことのみを理由に比例的に減額

されるものではありません。本新株予約権の資金を後日充当する場合も、同一の662百万

円枠内で管理し、追加枠は生じません。上限全額の即時投資又は資金の確保を約束するも

のではなく、実行は利用可能資金及び必要な承認の範囲内に限ります。また、これはビッ

トコインの購入を義務付けるものではなく、投資判断の条件を満たさない場合は、未充当

資金を①未公開株投資等の他の公表済み使途へ、その管理上限の範囲内で充当することを

検討します。ただし、各使途の金額又は内容の変更、取得済みビットコイン等の売却代金

の他使途への再配分その他資金使途の変更に該当する場合は、必要な承認及び開示の手続

を行います。本方針は、将来の変更について承認又は開示が不要になることを意味しませ

ん。

３．調達実績が当初見込みを下回る場合も、上記の方針に従い実際の利用可能資金の範囲内で

充当します。当初見込みを上回る場合、各使途の管理上限を超える充当については、その

変更に必要な承認及び開示の手続を行った上で判断します。

４．当社は、本新株予約権付社債及び本新株予約権により調達した資金を速やかに支出する計

画でありますが、支出実行までに時間を要する場合には銀行預金等にて安定的な資金管

理を図る予定であります。
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

BAKKT OPCO HOLDINGS,LLC

（常任代理人　EVOLUTIONJAPAN証

券株式会社）

10000 AVALON BOULEVARD,SUITE 1000,

ALPHARETTA GA 30009　

（東京都千代田区紀尾井町４番１号）

16,864 21.56

楽天証券株式会社共有口 東京都港区南青山２丁目６番21号 3,020 3.86

株式会社TMフィナンシャルストラ

テジー
兵庫県神戸市中央区雲井通１丁目1-1-211 1,315 1.68

モルガン・スタンレ－MUFG証券株

式会社
東京都千代田区大手町１丁目９番７号 858 1.10

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目13番1号 826 1.06

新井　光男 東京都新宿区 545 0.70

NOMURA INTERNATIONAL PLC A/C

JAPAN FLOW

（常任代理人　野村證券株式会

社）

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB, UNITED

KINGDOM

（東京都中央区日本橋１丁目13-1）

519 0.66

山下　泰範 東京都墨田区 501 0.64

片岡　房雄 東京都渋谷区 390 0.50

佐藤　慎哉 大阪府大阪市鶴見区 325 0.42

計 － 25,166 32.17

 

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,396,300 －

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 78,187,300 781,873 同上

単元未満株式 普通株式 49,564 － －

発行済株式総数  81,633,164 － －

総株主の議決権  － 781,873 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株（議決権の数15個）含まれて

おります。
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②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

Bitcoin Japan株

式会社

東京都墨田区横網

一丁目10番５号
3,396,300 - 3,396,300 4.16

計 － 3,396,300 - 3,396,300 4.16

　（注）　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が350株（議決権の数 

3個）あります。なお、当該株式数は、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に300株、

「単元未満株式」の欄に50株含まれております。

 

 

２【役員の状況】
該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、永和監査法人による期中レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第122期連結会計年度　　　双葉監査法人

第123期中間連結会計期間　永和監査法人
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,015,005 2,074,127

受取手形、売掛金及び契約資産 341,040 322,997

電子記録債権 77,202 65,953

商品及び製品 949,059 953,608

原材料及び貯蔵品 37,701 41,924

暗号資産 - 156,621

その他 39,526 40,451

貸倒引当金 △8,741 △8,814

流動資産合計 4,450,795 3,646,868

固定資産   

有形固定資産 81,704 80,454

無形固定資産 425 1,423

投資その他の資産   

出資金 6,036 3,081,415

その他 178,530 103,916

貸倒引当金 △79,404 △5,140

投資その他の資産合計 105,162 3,180,191

固定資産合計 187,291 3,262,070

資産合計 4,638,087 6,908,939

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 203,086 229,795

電子記録債務 219,639 162,866

未払法人税等 38,829 24,700

１年内償還予定の転換社債型新株予約権付社

債
- 825,000

構造改革費用引当金 - 189,475

その他 147,185 152,249

流動負債合計 608,740 1,584,088

固定負債   

資産除去債務 9,958 9,988

その他 18,320 16,206

固定負債合計 28,279 26,194

負債合計 637,019 1,610,283

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,027,334 2,010,096

資本剰余金 4,164,025 5,146,786

利益剰余金 △896,776 △1,520,918

自己株式 △389,703 △389,714

株主資本合計 3,904,879 5,246,249

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 11,572 10,893

為替換算調整勘定 82,922 34,981

その他の包括利益累計額合計 94,494 45,874

新株予約権 1,693 6,531

純資産合計 4,001,067 5,298,655

負債純資産合計 4,638,087 6,908,939
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 1,452,806 1,359,541

売上原価 977,191 905,641

売上総利益 475,615 453,899

販売費及び一般管理費 ※１ 669,321 ※１ 815,139

営業損失（△） △193,706 △361,240

営業外収益   

受取利息 33,811 168

受取配当金 967 984

為替差益 714 -

還付金収入 - 1,419

その他 3,208 239

営業外収益合計 38,701 2,811

営業外費用   

支払利息 35 -

支払手数料 30,735 17,467

株主優待関連費用 2,992 6,466

新株発行費 - 33,763

暗号資産評価損 - 655

為替差損 - 5,947

その他 157 1,477

営業外費用合計 33,922 65,778

経常損失（△） △188,926 △424,207

特別損失   

減損損失 42,059 -

構造改革費用 - 194,080

その他 5,702 -

特別損失合計 47,762 194,080

税金等調整前中間純損失（△） △236,688 △618,288

法人税、住民税及び事業税 3,629 5,853

法人税等合計 3,629 5,853

中間純損失（△） △240,318 △624,141

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △240,318 △624,141
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純損失（△） △240,318 △624,141

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 4,052 △678

為替換算調整勘定 △16,389 △47,941

その他の包括利益合計 △12,337 △48,620

中間包括利益 △252,655 △672,761

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △252,655 △672,761
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失（△） △236,688 △618,288

減価償却費 7,586 1,393

為替差損益（△は益） △3,088 5,968

減損損失 42,059 -

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,169 △226

受取利息及び受取配当金 △34,779 △1,152

支払利息 35 -

暗号資産評価損 - 655

新株発行費 - 33,763

構造改革費用引当金の増減額（△は減少） - 189,475

売上債権の増減額（△は増加） 21,437 31,199

棚卸資産の増減額（△は増加） △30,816 △1,686

仕入債務の増減額（△は減少） △26,884 △33,593

その他 21,281 △10,155

小計 △237,687 △402,647

利息及び配当金の受取額 35,066 1,152

利息の支払額 △35 -

法人税等の支払額 △6,786 △8,392

営業活動によるキャッシュ・フロー △209,443 △409,887

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △6,530 -

無形固定資産の取得による支出 △479 △1,043

長期前払費用の取得による支出 △9,064 -

投資有価証券の取得による支出 △537 △564

敷金の回収による収入 1,144 7

担保預金の預入による支出 △60,000 -

貸付けによる支出 △750,000 -

貸付金の回収による収入 960,000 -

出資金の払込による支出 - △3,132,146

暗号資産取得による支出 - △160,728

その他 - 16

投資活動によるキャッシュ・フロー 134,532 △3,294,459

財務活動によるキャッシュ・フロー   

新株予約権付社債の発行による収入 - 1,500,000

新株予約権の行使による株式の発行による収入 - 1,256,458

新株予約権の発行による収入 - 6,531

自己株式の取得による支出 △81 △10

配当金の支払額 - △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △81 2,762,979

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,969 488

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △82,962 △940,878

現金及び現金同等物の期首残高 474,747 3,015,005

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 391,784 ※ 2,074,127
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

　前連結会計年度において非連結子会社であったBTCJPN US LLC及びBTCJPN Ltd.は、重要性が増したことにより、当

中間連結会計期間より連結の範囲に含めております。

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※1.販売費及び一般管理費のうちの主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日）

給与・賞与及び手当 178,026千円 192,968千円

販売手数料 208,106 201,813

貸倒引当金繰入額 2,169 △243

 

※2.当社グループは、当中間連結会計期間に係る棚卸資産の切下げの方法として、切放し法を適用しております。

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金及び預金勘定 451,784千円 2,074,127千円

担保に供している預金 △60,000 -

現金及び現金同等物 391,784 2,074,127

 
 
 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１.配当金支払額

　該当事項はありません。

 

　２.株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１.配当金支払額

　該当事項はありません。

　当中間連結会計期間において、過年度の未払配当金306円を支払っております。

 

　２.株主資本の金額の著しい変動

　当中間連結会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権の行使及び無担保転換社債型新株予約権付社債（転

換価額修正条項付）の転換に伴い、資本金が982,761千円、資本剰余金が982,761千円増加しております。

　これにより、当中間連結会計期間末の資本金は、2,010,096千円、資本剰余金が5,146,786千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

　１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額

（注)２

中間連結

損益計算書

計上額

（注)３ きもの事業
ファッション

事業

マテリアル

事業
計

売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 329,887 665,206 436,278 1,431,372 21,434 1,452,806 - 1,452,806

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
- - - - - - - -

計 329,887 665,206 436,278 1,431,372 21,434 1,452,806 - 1,452,806

セグメント利益（又はセグメ

ント損失（△））
△67,364 △22,525 △7,683 △97,573 △1,018 △98,591 △95,114 △193,706

（注）１.「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及びライフスタイ

ル事業を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△95,114千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理部門経費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失は、中間連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 

　２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
（固定資産に係る重要な減損損失）
「きもの事業」において8,686千円、「ファッション事業」において14,595千円の減損損失を計上しております。
また、報告セグメントに含まれない「その他」（不動産賃貸事業）において8,899千円、報告セグメントに帰属しな
い全社資産において9,878千円の減損損失を計上しております。
なお、当中間連結会計期間における減損損失計上額は、42,059千円であります。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

　１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額

（注)２

中間連結

損益計算書

計上額

（注)３ きもの事業
ファッショ

ン事業

マテリアル

事業
投資事業 計

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 310,457 632,295 393,583 - 1,336,336 23,204 1,359,541 - 1,359,541

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
- - - - - - - - -

計 310,457 632,295 393,583 - 1,336,336 23,204 1,359,541 - 1,359,541

セグメント利益（又はセグメ

ント損失（△））
△36,780 △21,645 △16,945 △141,939 △217,311 △801 △218,113 △143,127 △361,240

（注）１.「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業、ライフスタイル

事業を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△143,127千円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理部門経費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失は、中間連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 

２.報告セグメントの変更等に関する事項

　当中間連結会計期間より、ライフスタイル事業については量的重要性が低下したため、報告セグメントから除外

し、「その他」に含めて表示しております。

　当中間連結会計期間より本格的に開始した投資事業につきましては、当中間連結会計期間において外部顧客に対す

る売上高が生じておりませんが、「投資事業」として新たな報告セグメントとし、4つのセグメントに変更することと

いたしました。

 

３.報告セグメントごとの資産に関する情報

　当中間連結会計期間において、新株予約権等の行使により調達したエクイティ資金を原資に、連結子会社である

BTCJPN　US　LLCにおいてAIインフラ・未公開株式投資ファンドへの出資及びBTC　JPN　Ltd.において暗号資産を購入

したため、前連結会計年度の末日に比べ、セグメント資産が3,280,886千円増加しております。

 

 

 

（金融商品関係）

　当中間連結会計期間（2026年９月30日）

　出資金及び1年以内償還予定の転換社債型新株予約権付社債が企業集団の事業運営において重要なものとなってお

り、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しく変動が認められます。

　出資金 （中間連結貸借対照表計上額は 3,081,415千円）については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日）第５項及び「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第31号 2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象としていません。

　 1年以内償還予定の転換社債型新株予約権付社債（中間連結貸借対照表計上額は825,000千円）については、当中間

連結貸借対照表計上額と時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント
 

その他

（注）1
合計

きもの事業
ファッション

事業

マテリアル

事業
投資事業 計

日本 329,887 665,206 212,087 - 1,207,181 15,977 1,223,158

中国 - - 224,190 - 224,190 - 224,190

顧客との契約から生じる

収益
329,887 665,206 436,278 - 1,431,372 15,977 1,447,349

その他の収益 - - - - - 5,457 5,457

外部顧客への売上高 329,887 665,206 436,278 - 1,431,372 21,434 1,452,806

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及びライフスタ

イル事業を含んでおります。

 

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

その他

（注）1
合計

きもの事業
ファッション

事業

マテリアル

事業
投資事業 計

日本 310,457 632,295 164,516 - 1,107,269 17,946 1,125,216

中国 - - 229,066 - 229,066 - 229,066

顧客との契約から生じる

収益
310,457 632,295 393,583 - 1,336,336 17,946 1,354,283

その他の収益 - - - - - 5,257 5,257

外部顧客への売上高 310,457 632,295 393,583 - 1,336,336 23,204 1,359,541

（注）1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及びライフス

タイル事業を含んでおります。

2.当中間連結会計期間より、ライフスタイル事業については量的重要性が低下したため、報告セグメントか

ら除外し、「その他」に含めて表示しております。また、当中間連結会計期間より開始した投資事業につ

きましては、当中間連結会計期間において外部顧客に対する売上高が生じておりませんが、「投資事業」

として新たな報告セグメントとし、4つのセグメントに変更することといたしました。

　なお、前中間連結会計期間の顧客との契約から生じる収益を分解した情報についても、変更後の区分方法

により作成したものを記載しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

１株当たり中間純損失（△） △4円27銭 △8円96銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純損失（△）

（千円）
△240,318 △624,141

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損

失（△）（千円）
△240,318 △624,141

普通株式の期中平均株式数（千株） 56,244 69,681

（注）1.前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

2.当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１株当

たり中間純損失であるため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

（UBTECHグループとの業務提携（独占販売契約の締結））

当社は、2026年10月16日開催の取締役会において、香港証券取引所に上場するUBTECH ROBOTICS CORP. LTD.の完全子会

社であるUBTECH ROBOTICS LIMITED（以下「UBTECH」といいます。）との間で、日本国内における指定のヒューマノイド

ロボット等を対象とする独占販売契約（以下「本契約」といいます。）を締結することを決議し、同日付で締結いたしま

した。

 

1．本契約締結の目的

当社グループは、フィジカルAI戦略における事業運営の取組みとして、ヒューマノイドロボットの供給と、顧客による

評価、導入、継続的なサービス及びデータ関連活動を結び付けた、日本国内における事業の構築を目指しております。本

契約はその一環として締結したものであります。

 

2．契約の相手先の概要

（1）名称 UBTECH ROBOTICS LIMITED

（2）所在地 香港

（3）事業内容 ロボット製品等の研究開発、生産、販売、国際貿易及び技術コンサルティング

（4）当社との関係 当社との間に、記載すべき資本関係、人的関係及び取引関係（本件を除く。）は

ありません。また、当社の関連当事者には該当しません。

 

3．契約締結日

2026年10月16日

 

4．本契約の主な内容

（1）対象地域 日本

（2）対象製品 Walker S2、Walker Tienkung、Tienkung Dex、Sky Walker、Walker C1及びCruzr

S2並びにこれらの改良版及び後継機種

（3）内容 対象製品の日本国内における独占的な販売権（販売、流通、リース、レンタル及

びサービスとしての提供を含みます。）を当社が取得するものであります。対象

製品に係る日本の認証の申請者及び保有者は当社となります。

（4）独占販売期間 最初の機種であるWalker C1の日本における認証の完了日から36か月間（合意によ

り更新可能）

なお、当社は本契約に基づく前払金を支払っておりますが、価格及び購入条件を含む本契約の商業的条件は秘密保持の

対象であるため、金額を含め記載しておりません。

 

5．当該事象が財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に与える影響

　当社は、本契約に基づく前払金を支払っておりますが、相手先との秘密保持義務により金額は記載しておりません。

　なお、当該前払金は資産に計上するため、支払時点において損益に与える影響はありません。

　また、本契約が当社グループの経営成績に与える影響については、現時点において客観的に見積もることは困難であり

ます。

　その理由は、次のとおりであります。

　・独占販売期間の起算日となる対象製品（Walker C1）の日本における認証が完了していないこと

　・顧客との概念実証（PoC）、導入及びRobot-as-a-Service等の事業展開が計画段階にあり、顧客との契約が締結され

ていないこと

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  
 

2026年11月12日

Bitcoin Japan株式会社

取締役会　御中

 

永　和　監　査　法　人

　東京都中央区
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　芦　澤　宗　孝

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　佐　藤　弘　章

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているBitcoin Japan株

式会社の2026年４月1日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月1日から2026年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、Bitcoin Japan株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

その他の事項

　会社の2026年３月31日をもって終了した前連結会計年度の中間連結会計期間に係る中間連結財務諸表及び前連結会計年

度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって期中レビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該中間

連結財務諸表に対して2025年11月10日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に対して2026年６月

28日付けで無限定適正意見を表明している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書にお

いて中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

 ・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

 ・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

 

　（注）１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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